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《論　説》
資源循環型経済へのパラダイム転換試論： 
プラスチック製食品用トレーの事例分析
藤　　井　　大　　児
１．はじめに
　本論文は，技術的イノベーションの発生メカニズムを明らかにするという問題意識のもと，新事業
の確立によって成長を遂げる企業の戦略的取組みについて，新たな視座の構築を目指す。具体的には
食品用プラスチック製トレーのリサイクル事業の確立を通じた企業成長の事例を通じて，大量生産・
大量消費に基礎を置いた現代的製造業のパラダイムが資源循環型（以下，循環型）のそれへといかに
転換したのか，またそのプロセスが一企業のイニシアチブによっていかに達成されたのかを考察す
る i ）。
　どうすればイノベーションをマスターできるのか。理論的にも実践的にも，この問いに対する関心
は高いのではなかろうか。こんにち企業の持続的競争優位にとって，革新的技術を開発することが
ひとつの重要な戦略的礎石であると認識されている。オーソドックスな経済理論に依拠すると，科
学上の新発見や偶発的な発明といった与件に変化がないかぎり，技術進歩に革命的変化は生じない。
その一方で，持続的競争優位の源泉を求めようとする行為主体の戦略的意志，すなわち「企業家精
神」が，革命的進歩を創造するひとつの動因であるというシュムペータの見方が一般化しつつある
（Schumpeter, 1926）。本論文は，この企業家がいかにイノベーションをつかみ取るかを追いたいと考
えている。
　研究遂行上のコンテクストとして，企業成長の理論を取り上げる。企業は一般的に成長を志向する。
企業成長は事業活動の効率や信用を高め，経営資源の獲得・活用を円滑にする。従業員に対して昇格
昇給機会や社会的威信を与えることで動機づけることもできる。取引するサプライヤや顧客の幅を拡
大することで，様々なリスクを分散的にヘッジできるようにもなる。また巨視的に見れば所属する産
業の繁栄をもたらし，地域社会に対して経済的恩恵をもたらすことにもなる。Penrose（1959）は企
業成長の以上のような優位性が動機となって，企業内部に蓄えられた経営資源の有効活用を多角的に
進めようとする管理職能（managerial function）を重視した。さらにそうした経営資源が，従来的な使
用のコンテクストから逸脱した活用のされ方をすることが企業成長の動因となるとして，シュムペー
タ的な意味での企業家精神のより具体的なイメージを提供してくれた ii）。
i）用語法について，本論文では「リサイクル」と「資源循環」は相互にほぼ互換的な意味で用いている。
ii）例えば事業Aの副産品を使用して事業Bを開始するといった範囲の経済性の議論がその典型例であり，今日の経営戦略
論における資源・能力依存視座の基本認識を確立した。
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　以上のような先駆者たちの議論を受けて，本論文では，企業成長の理論の批判的検討を段階的に行
う。すなわちイノベーションを巡る理論的前提として，人間による戦略的行為選択の幅を段階的に拡
大しながら，過去の諸研究を位置づけてみたい。そこでは第一に高度な不確実性に対する組織的適応
能力の主体的開発から始まり，現実の産業社会を巡る間主観性（パラダイムと言っても良い）の認識
を経由して，企業家のイニシアチブによるパラダイム転換へと，我々の認識が変容していることが示
される。
　続いて本論文が採用する新たな視座を提案する。ここでは野中ほか（2005）でも採用されたルトワ
クの「垂直的逆説」の論理を応用する（Luttwak, 2001）。ルトワクの戦略的思考法の特徴は，階層的
に組織されるプレーヤが複数おり，階層上位では長期的・広域的，また下位では短期的・局所的展望
でそれらのプレーヤが相互作用するという視点に立つことである。そして有限資源の有効活用の観点
から，短期的・局所的な働きかけを通じて，より上位の勢力地図を塗り替える可能性を垂直的逆説と
呼んでいる。
　第三に，事例の概略を簡単に説明し，その考察を通じて新たな視座の分析的有効性を試論する。本
論文の調査対象は，循環型経済をリードする企業のイノベーションである。広島県福山市の株式会社
エフピコは，スーパーマーケットやコンビニエンス・ストア（以下，それぞれスーパーないしコンビ
ニ）などで使用する食品用プラスチック製トレーの製造・販売を行う企業である。同社は，食品用ト
レーのリサイクル事業を業界で初めて成功させ，2005年に東京証券取引所第一部へ上場するまでに成
長している。環境問題への一般的関心の高まりは，まさに大量生産・大量消費という現代的パラダイ
ムとは真っ向から対立するものであり，リサイクル原料の活用への道のりは新時代への受動的適応と
いうよりも複雑な経緯をたどっていた。循環型事業モデルを実現するためのプレーヤ間相互の働きか
けは，行政や競合他社，協力企業，労働者や消費者のそれぞれの思惑が交差したからである。
２．企業成長の理論
　企業成長を捉える理論的素地のひとつとして，外部環境と経営管理や組織構造とのフィットを重視
する「適合理論（congruence theory）」を挙げるiii）。それ固有の特徴として企業を取り巻くコンティンジェ
ンシー変数の影響を重視する立場なので，企業経営を行う人間の側に，その戦略的行為選択の余地が
どこまで認められているかが，常に問題とされてきた。こうした適合理論は近代組織理論の出発点で
あり，そこでは組織メンバーは組織が掲げた目的に対して合理的に行動できるとアプリオリに仮定さ
れていた。すなわち，彼らは新たに浮かび上がる諸問題に意図的か偶然かを問わず何らかの方法で対
応し，組織全体としてのシステム適合性を高める方向で様々な調整が図られるはずだと仮定されたの
である。こうした経営行動の合目的性というアプリオリな前提が真ならば，経営者は企業成長を高い
信頼性で実現することにもなろう。こうして変化するコンティンジェンシー変数のうちに，時間の経
過とともに着々と増大する企業規模を含めた一連の研究群として組織ライフサイクル論が登場した。
　しかしながら，企業成長がそのような高い信頼性によって達成できると考えることは楽観的過ぎる
iii）例えば加護野（1980）を参照。
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だろう。企業が直面する現実の諸問題とそれへの対処の困難さを前提とすると，理論としての妥当性
を欠いてしまうかに思われてしまう。したがって以上の論理には，人間の手による経営管理の限界と，
それゆえの戦略的な行為選択の余地がどの程度あるかという理論的前提の置き方によって，これまで
異なるレベルで批判的検討が加えられてきた。
⑴　不確実性の増大と組織的適応能力の拡充
　企業成長が容易ではない最大の理由は，外部環境の変化は常に人びとの予想を上回ると同時に，そ
れへの適応問題は時代を下るごとに難しさを増していく点である。今日のように不確実性が高く，変
化のスピードも早い経営環境のもとでは，企業は独自の対応能力を高めざるを得ない。
　組織ライフサイクル論の初期の論者であるグレイナーは，この点で独自の前提を置いて議論してい
る（Greiner, 1974）。まず経営管理上の新たな問題の出現は，それ以前に企業内で起こっていた問題へ
の経営側からの働きかけが生み出したものであり，また現在の問題を解決することが次世代の問題の
原因となるという，ダイナミックな論理を採用するiv）。また彼は組織内部の人びとは，かつてうまく
機能していたが今日では機能不全となった経営管理の手法をなかなか手放さそうとしないので，社内
の対立勢力と激しく衝突するようになり，非連続的な自己革新を達成すると述べる。こうした自己革
新プロセスは，未来への見通しが必ずしも正確ではなく，また自身の経営管理行動の副作用までは完
全にコントロールし尽くせないこと，また問題対処の方針が組織内で一枚岩的にはなり得ないなど，
先述のアプリオリな前提を少し弱めた形で採用しながらも，結果的にはシステム適合性を高める方向
で組織が進化することを意味している。
　しかし時代は下って，現代の経営環境は不確実性を増し，変化に適応していく経営管理に求められ
る能力は，ますます高度化している。確かにライフサイクル論の仮定は現在でも正しいと言えるだろ
うが，見通しの不正確な部分，組織内のインパクトの制御不能な部分が増大して，いわば「やってみ
なければ分からない」という形で試行錯誤的な学習が不可避となってきている。そうなれば企業成長
の失敗例も増えるだろうし，またこれまで企業成長としては考えられることのなかった画期的な組織
形態や管理手法が編み出されることにもなろう。例えばもはや単一企業としての成長を至上命題とは
せず，組織規模を小さいままに維持して企業間連携を活用する場合もあれば，企業成長を遂げるにし
ても成長軌道に乗るタイミングで大手に売却したり，買収側も持ち株会社制などによって組織的一体
感を犠牲にしてでも事業会社の自律性を尊重したりする場合もある。こうした新たな企業成長の方向
性を，自律分散系としての組織と呼んだとすれば，とくに強権的なリーダーシップなどは通用せず，
新たな管理手法の開発が決定的となろう。しかしそれが容易からぬことは明らかであり，グレイナー
も，システム合理性を高めるために組織メンバーがより柔軟でチームワークを重視した経営管理手法
を確立すると述べながらも，その具体的あり方を見出してはいない。
iv）より具体的には，企業の発展段階初期にあたる起業者段階では，数少ない従業員や顧客を引きつけるための強いカリ
スマ性が経営者には求められるが，それがうまく機能することで企業は成長し，その結果とても１人の経営者では注意
が行き届かなくなってくる。ミドルへの権限委譲とともに，彼らのリーダーシップへの期待が増してくる。企業発展の
最終段階である成熟段階では，それまでの官僚制の逆機能への反省から，ルールやマニュアルを完全に排除するわけで
はないけれども，より柔軟で第一線の人びとのチームワークを重視した新しい経営管理手法を追求するようになる。
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　企業の経営環境やそれに対応した組織のあり方は，結果的に適合的な関係になければ非効率を招く
としても，その適合のあり方は経営環境がより難度が高くなるにつれて予想も困難となり，むしろ試
行錯誤的な学習を通じた経営管理手法の複雑化・高度化を避けられない。ここでどのような管理手法
を新たに開発するかという組織内部のひとりひとりの主体的な拘わりが，企業成長の素地としてます
ます重要になっているのである。
⑵　支配的なパラダイムの不連続性
　人間の主体的な拘わりの余地が拡大すると，企業成長の理論でもより主意主義的なアプローチが取
り得るようになる。現実の産業社会とは間主観的な存在であり，時代ごとに支配的なパラダイムが不
連続的に存在したとする考え方が説得力をもつようになる。ここで間主観的と言うのは，先述の通り
経営環境がより難度の高いものになるにしても，ないしはそうであるからこそ，産業社会のあり方が
人間の主体的な拘わりのなかで決まる側面があるという意味である。
　例えば人びとが主観的に「正しい」と思う方向に物事が進行し，現実の産業社会が形作られる場合
がある。企業規模の拡大を良しとする考え方もその一例である。規模拡大を正当化する主たる要素と
して，一般に規模の経済性への信念が存在しており，大量生産・大量消費に基礎を置いた現代的製造
業の支配的なパラダイムとなっていると考えられる（Womack, 1996）。例えば，特に素材や消費財な
ど販売単価が非常に低くならざるを得ない産業では，規模の経済性を重視するために少数企業への市
場集中もある程度はやむを得ないことと認識されている。しかしながら自動車などの組立型産業の経
験によれば，規模の経済性は必ずしも絶対的な基準になるわけではなく，徹底した生産合理化によっ
て多品種・少量生産が可能となることが分かった。
　生産規模を追求する際に未熟な工学知識のまま資本集約化すると，生産ラインの大規模化とともに
不可逆的な硬直化に見舞われ，生産車種の変更ができず，受注量の変動にも脆弱になる可能性が増す。
したがって無理なプッシュ営業が行われ，結果的に顧客ごとの異なるニーズに対して個別対応を行う
などの費用項目が増加し，結果的に営業利益を圧迫するといったことが起こり得る。これを回避する
には，例えば生産ラインの立上げ時の工学知識の充実や，中長期的な戦略的視点からのサプライチェー
ンの構築，製品ラインの集約化などが考えられる。現実にそうした対応によって我が国は多品種・少
量生産パラダイムを確立していくことができた。
　ここで製造業とはいかにあるべきかについて，Gilbert and Mulkay（1990）の用語法で言えば，複数
の解釈レパートリ（interpretive repatoire）が衝突したことになる。いずれが正しいといった判断は客
観的基準によって事前に決めることができないうえに，ひとつの考え方を実際に追求してみることに
よって事後的にさまざまな利点が現れたり，以前は欠点とされたことが克服されたりすることもある。
既存の支配的パラダイムを疑うことはますます難しくなるため，それに対抗する解釈レパートリは，
何か特別な事情がないと採用されにくいという側面がある。また個々の解釈レパートリの利点や実践
法は，そうした経験に裏打ちされなければならない側面があり，それをリードした企業の競争優位は
長期にわたって持続できる可能性を有している。例えば日本企業の新たな多品種・少量生産の思想は，
敗戦後絶対的な競争劣位のもとで欧米のリーダー企業に対抗していくためにやむにやまれず開発され
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た手法だったと言える。また規模の経済性に対する信念は欧米の競合企業の思考体系にあまりに深く
根付いていたために，彼らは新たなパラダイムの内部化に多くの労力を費やしたのである。
　企業成長の過程では，消費者の富裕化やニーズの多様化などの外生的な環境変化への受動的適応と
いう範疇を超えて，その変化に応えられる企業側の技術的・組織的能力の拡充を通じて，産業社会に
底流し，誰もが自明視して疑うことのないパラダイムを転覆し，競合企業間の競争構造を転換させる
可能性を有しているのである。
⑶　企業家のイニシアチブによるパラダイム転換
　したがって企業成長の過程で支配的パラダイムに対して個々の企業家のイニシアチブによっていか
に転換を図るかを説明しなければならないことになる。複数ある解釈レパートリが様々な企業や人び
との努力の結果，何らかの技術的・経済的成果として実体化することはあっても，どの解釈レパート
リが，ないしはそれに基づくどのような実体化のあり方が絶対的に正しいのかといったことは，結論
を出すことができない。多様な背景や独自の利害を有した人びとがそれぞれの判断で正しいと思うも
のに賛意を示し，資源や時間を費やしてその実現に努力した結果として何らかの結果を生み出してい
るに過ぎない。支配力をもったものはその事実ゆえに更なる賛同を集めるということもある。一方で，
絶対的な基準によりその正しさを示すことは難しい。
　こうしたパラダイムの形成・持続のメカニズムを説明するなかで，個々の企業の影響力は常に相対
的に規定しているという前提が置かれている。多様な人びとの勢力均衡のなかで，パラダイム転換と
して現状を変更しようとするいかなる動きも，基本的には漸進的なものにならざるを得ない。ただし
この転換プロセスにおいて一企業のイニシアチブによる小さな動きがその後の大きな変化のきっかけ
となるという論理がここでは必要になるけれども，そうした議論は寡聞にして知らない。
　この論点をより効果的に議論するうえで，軍事学の近年の考え方を類推的に応用することが有用で
ある。20世紀に起こった世界大戦におけるように，大量破壊兵器の使用によって対戦国の軍隊のみな
らず一般市民や民間施設にまで多大な犠牲を強いて，その結果戦勝国に対しても戦後復興や治安維持，
さらに国際秩序構築に多額の費用がのしかかったという反省のもとで，最小の犠牲で最大の効果を上
げることが，戦場での軍事作戦から国際的外交戦略に至る主軸となっている。このことは，個々の企
業のイニシアチブは相対的に限られ，現状変更への試みは漸進的なものに留まるという上述のパラダ
イム転換のメカニズムを説明するうえで好都合である。
　野中ほか（2005）は，かつてクラゼヴィッツが考えた戦力の大量集中による敵軍の殲滅に替えて，
ルトワクの「垂直的逆説」の論理を最新の軍事学理論として紹介している。戦略を大戦略（grand 
strategy），戦域（theater），作戦（operation），戦術，技術から成る階層的システムと捉え，あるレベ
ルでの革新が上位レベルの想定をひっくり返すという考え方である（Luttwak, 2001）。野中ほかでは
この考え方に基づき，第４次中東戦争におけるエジプトのスエズ渡河作戦を分析している。イスラエ
ル建国後の不安定な中東情勢のなかで，限られた国力しかないエジプトのサダト大統領（当時）の周
到な意思決定とは，以下の２つに縮約されるv）。第一に，第３次中東戦争までに圧倒的な軍事力でイ
v）まず大戦略としてアラブ民族の大義から国益中心主義（経済的偪迫とともにイスラエルとの戦争状態からの脱却）へ
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スラエルに占領されたシナイ半島のうちスエズ運河東岸のほんの数キロを，エジプトが持てる軍事力
全てを注ぎ込んで奪還することである。第二にそれを可能とするためには，イスラエルを背後から支
持するアメリカへの根回しが必要となるので，エジプトはその交渉材料としてそれまでのソビエト連
邦との軍事連携を解消することを約束した。この作戦の成功によって足掛かりを得たエジプトは，そ
の後戦火を交えることなく段階的にシナイ半島を奪還することに成功していった。これを野中ほかは
コペルニクス的転換とも呼べる戦果だとしている。
⑷　分析枠組みの構築
　以上の垂直的逆説のメカニズムを説明するには，人びとの多様な背景や独自の利害の存在を前提し，
それら相互の衝突や合意形成といった一連のプロセスを認識することが求められる。事例でこの点を
確認するのに先立って，本論文の分析枠組みを提示する。
　前節の議論に基づいて，以下で採用する分析枠組みを述べる（図１を参照）。まず企業のマクロ環
境（ルトワクの大戦略，以下同じ）が最上位に位置する。そのうち当該業界に拘わる人びとが戦域を
構成する。本論文ではここに複数の解釈レパートリが競合すると仮定する。それぞれの解釈レパート
リは，それを支持する企業戦略（作戦）と対応しており，その戦略に応じて個別的戦術および基盤技
術が備わる。基盤技術はその企業固有のものもあれば，業界で共有可能なものもあるかもしれない。
また解釈レパートリ以下，矢印が双方向を向いているのは，垂直的逆説が起こり得るからである。ま
た利用可能な戦術や基盤技術に応じて企業戦略が制約を受け，それによって解釈レパートリが左右さ
れることもあろう。また企業戦略，個別的戦略，基盤技術を所掌する権限は，個々の企業内部の各職
位に割当てられているので，組織内部でのボトムアップ的な影響力も存在するかもしれない。そして
企業の経済成果とともに，マクロ環境のなかでどの解釈レパートリが多数の支持を受けるかを勘案し，
最終的には業界で支配的なパラダイムが決定されると考えられる。
　具体的な研究方法として批判的ディスコース分析（critical discourse analysis）がある。鈴木（2007）
によれば，批判的ディスコース分析とは社会構造における力関係とディスコースの関係や，不平等の
生産や再生産におけるディスコースの役割を明らかにしようとする試みであると定義される。この方
法はインタビュー・データなどからディスコースの一定のパターンを読み解くことで行われ，背後の
利害関係に拘わる分析枠組みをあらかじめ決めておいて，それにデータを当てはめながら分析を進め
るとされる。本論文で使用されるデータは数回に渡るインタビューと，対象企業の社内報，その他新
の政策転換，それに伴うソ連依存からアメリカ重視への方向転換が目指された。そのための戦域として選ばれたのが第
３次中東戦争でイスラエルに奪われたシナイ半島でも，そのごく一部であるスエズ運河東岸だった（垂直的逆説の論理
に相当）。その軍事作戦としてイスラエルの予備役兵徴集に必要な時間的猶予を与えぬ情報的かく乱，シリアと協調し
た二正面同時侵攻，イスラエルの圧倒的軍事力を短時間のうちに消耗させる前線の構築，およびスエズ東岸を制圧する
ロジスティクスを速やかに確保する工兵・輸送部隊の配置が目指された。また戦術・技術のレベルではソ連やドイツか
ら携帯型小型装備を大量購入して歩兵団を中心に前線を構築し，隙間なく配備された圧倒的な火力によってこれを防衛
した。こうしてイスラエルの不敗神話を覆し，甚大な軍事的被害を与えることに成功したことにより，当時アラブ圏で
イスラエルを除いて友好国のなかったアメリカと水面下で取引する材料を得て，一方で莫大な軍事的援助を受けながら
もソ連からの劇的な離反を成し遂げ，最終的にはアメリカの仲介によりイスラエルの和平交渉のめどを付けたのであ
る。
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聞や商用雑誌の記事などである。
３．事例分析
　本論文の調査対象は循環型企業のイノベーションである。広島県福山市の株式会社エフピコは，スー
パー・コンビニなどで使用する食品用プラスチック製トレーの製造・販売を行う企業である。同社は
プラスチック製食品用トレーのリサイクル事業を業界で初めて成功させ，2005年に東京証券取引所第
一部へ上場するまでに成長している。また現在では食品用トレー業界においてトップシェアを誇って
いるvi）。2013年度決算で売上高1,611億円，経常利益101億円である。この企業成長のプロセスで，大
量生産から多品種少量生産へ，さらに循環型イノベーションの確立へと業界で支配的なパラダイムが
変遷していっており，競合する企業間のみならず，行政や市民団体，ないしはエフピコ社内の従業員
といったさまざまなレベルで活発な議論が戦わされた。
⑴　リサイクル事業確立の概略
　エフピコの前身となる福山パール加工紙は，1962年に広島県福山市で誕生した。1960年代は高度経
済成長のなかで各地にスーパーが進出し，小売りの流通形態が変化した時代であった。従来はカウン
ター越しなどで商品を紙袋や経木で包んで販売していたが，スーパーでは商品を個包にして棚に並べ，
消費者が好きなものをバスケットに入れて最後にレジにてまとめて精算するようになったのである。
以上のトレンドを捉えて福山パール加工紙は1968年ごろから食品用トレーの製造・販売を本格的に行
うようになった。後発参入の立場だったものの市場の成長が著しく，企業として急激に成長を遂げた。
　1979年には自社物流の整備が開始され，エフピコ物流株式会社が設立された。当時同業他社は数多
くあったが，わざわざ自社物流網を整備しようとする企業は無かった。しかし小松安弘社長（当時，
vi）最大顧客は流通・小売りの大手２社となっており，2004年度に市場シェアが30％，2011年には60％に到達し，業界首
位となった。『日経ビジネス』（2006年３月27日）p.72および『日経情報ストラテジー』（2011年８月）p.32を参照。
図１：垂直的逆説の分析枠組み
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現会長）は今後多品種少量生産へと舵を切るのを見越して，物流コストの抑制のために物流機能の内
部化を決断した。ただ自社物流と言えども，未だ事業が本格化しないなかで固定資産を過剰に抱え込
んで経営が不安定化することのないよう，また元々の顧客である包装資材問屋などと競合する意志が
ないことを示すために，彼らや運送会社の出資によって共同配送センターを設立させたvii）。スーパー
に他の包装資材も併せて一括配送できる仕組みを目指すことで，従来問屋の利益となっていたマージ
ンを削減することができた。配送用トラックは共同配送センターの所有とし，親会社からはリース料
が支払われた。特に興味を引くのは，当時の食品用トレーは発泡スチロール製だったため比重が極端
に小さく，通常よりも後ろに長いコンテナが搭載できるようにトラックを改造し，その見返りに廃車
までリースし続けることを約束した点であるviii）。これがその後リサイクル事業への布石となる。
　1981年にはカラー・トレーの製造・販売を開始した。当時市場には白色の発泡スチロール製トレー
しか流通しておらず，小松社長が「高級な肉もそうでない肉も同じパール色の容器で売るのは間違い。
高級な肉はそれなりの質感で目を引く容器に入れればもっと売れる」と考えたことからカラ ・ートレー
が生まれたix）。ただし規格化された白色トレーを大量生産するために大型設備を導入していた同業他
社は，形状やデザインの多様化は受け入れられなかったx）。例えば白色トレーにカラーフィルムをラ
ミネートするための機械が，従来からの製造ラインの規格に合わなかった。また全国の公害問題をきっ
かけとして限局的にゴミ処理をめぐる紛争がすでに始まっており，プラスチック製の食品用トレーが
まさにその槍玉にあがっていた時代だった。辛うじて始まりつつあったプラスチック材料のリサイク
ル運動にとって，カラーフィルムによって着色されたトレーの混入は，リサイクル原料を汚染するこ
とに等しかった。しかし1984年には食品用トレー用の透明な蓋を導入するなどして顧客である流通・
小売り業界の支持を集めることによって，カラー・トレーの売上げは順調に伸びていった。1989年に
商号をエフピコに改め，広島証券取引所への上場を果たしている。
　1980年代には外部環境においても多面的な変化が始まっていた。まず業界にとってのプラス要因と
して，核家族化や女性の社会進出などによって，個食完結型の冷凍食品（prepackaged meal）がアメ
リカなどを中心に普及したことである。これとの関連で第二に，我が国では24時間営業のコンビニが
普及し，いわゆるコンビニ弁当が一般化したことである。これらは長期的に解決しなければならない
技術的課題を明らかにした。例えば揚げ物など油分の多い食品でも耐えられる耐久性，冷凍保存状態
から高出力の電子レンジでの加熱にも耐えられる耐久性などは，プラスチック素材開発にも拘わる課
題だった。
　またマイナス要因としては高度経済成長期の大量生産・大量消費により全国でゴミ処理問題が顕在
化したことである。1991年には再生資源の利用の促進に関する法律（現在，資源の有効な利用の促進
に関する法律）が制定され，資源再生の基本方針が定められた。第二に為替や原油の市場変動によっ
て，化学メーカーから納入されるプラスチック製シートの調達価格が大きく影響を受けたことである。
vii）『週刊東洋経済』（2002年３月９日）p.52を参照。
viii）松尾和則氏（エフピコ環境対策室３R推進マイスター）へのインタビュー。2012年10月17日広島県福山市本社工場にて。
ix）『週刊東洋経済』（2002年３月９日）p.52を参照。
x ）松尾和則氏へのインタビュー。
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特に1970年代にオイルショックを経験し，プラスチック製品がいったんゴミになると全て埋立て処分
されていたことが大いに問題視されたし，その最終処分場の供給もまた逼迫する有様だった。エフピ
コは1989年のアメリカでのトレードショーにて大手ハンバーガーチェーン店がこれらの問題に直面し
て紙製パッケージに移行する決定を下したことを知り，1970年代前半にはすでに広島でもゴミ処理問
題の経験もあったことから，日本への波及を恐れるに至ったxi）。そこで1990年から他に先駆けて食品
用トレーのリサイクル事業に取り組むことを決断する。
　第一に先述の自社物流を活用し，全国のスーパーから使用済みトレーを回収するネットワークを構
築し始めた。まず消費者がスーパーの回収箱に使用済みトレーを入れると，包材問屋が納品した帰り
便のトラックでこのトレーを回収する。そして包装問屋に新品のトレーを納入したエフピコ物流の帰
り便のトラックが回収された使用済みトレーを積み，リサイクル工場まで持ち帰った。他社物流であ
れば使用済みトレーを回収するための費用は別料金として請求されるが，自社物流ではトレーの配送
と回収を結び付け輸送コストを抑えることができた。このやり方はその後「エフピコ方式」と名付け
られた。
　第二に使用済みトレーの回収率を上げるための取り組みが必要だった。回収・リサイクルのコスト
を，ヴァージン原料コストの削減分で補うためには，少なくとも月300トンの回収量が必要だったが，
当初の回収量は月に３トン程度だった。しかしスーパーは回収箱設置に非協力的であり，また消費者
の意識も低く，回収箱がゴミ箱替わりにされることもしばしばだった。この回収率を上げるためには，
トレーをゴミではなく資源であるとの意識を持たせる必要があった。消費者には一定量のトレー回収
量に対して，非常に小さい額ながらもインセンティブを渡すなどの工夫が必要であると考えるに致り，
スーパー側に彼らのコストでその実施を依頼するとともに，自社でも1992年にはリサイクル工場の見
学を開始した。当初の見学者は半分が小学生で，残りが消費者団体や学者などであった。工場見学で
はリサイクルの仕組みを見せ，食品用トレーは生活に欠かせないものであり，リサイクル事業は社会
にとって有益であることを説明した。
　第三に人件費の抑制策の一環として，多様な人事管理システムを導入した。ストックオプション制
度を事務職員やブルーカラーにまで拡大し，企業成長に向けた動機付けを図ったxii）。また生産やリサ
イクル工場は本社の課長クラスを退職させ，その退職金を資本金として製造子会社として設立させた。
本社はこの独立会社に設備を貸し出し，生産要員もすべて子会社に転籍となり，業務を委託して加工
賃を支払う形を採用したxiii）。これによって本社の社員数は３分の１まで減少し，人件費を変動費化
したというxiv）。最後にリサイクル工程のうち自動化が難しい部分である仕分け作業は，障害者雇用を
推進して対応した。当初自動化を目指したけれども，単に白色とカラーとを仕分けするだけではなく，
例えば即席麺や納豆パックなどの汚れがきつくてリサイクルに適さないものは手作業ではじいていか
ざるを得なかった。当初前者は白色トレーにリサイクルしたが，後者は現在ほど黒色トレーが一般化
xi）『日経エコロジー』（2004年７月）p.22を参照。
xii）『日本経済新聞』（1997年６月14日）p.23ないしは『中国新聞』（1997年６月15日）p.9を参照。
xiii）『週刊東洋経済』（2002年３月９日）p.56ないしは『日本経済新聞』（1999年１月12日）p.23を参照。
xiv）『中国新聞』（1999年５月３日）p.7を参照。
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していなかった当時，積み木や植木鉢などにリサイクルし，商品化はせずに公共施設へ寄付するなど
していた。
　以上と並行して，トレーの薄膜化で材料の節約を目指した。これは結果的にスーパーでの保管ス
ペースを削減する効果もあり，トレーとしての頑丈さを構造によって補うなどして，普及を促進した。
1995年には容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（通称，容器包装リサイクル
法）が制定され，2000年までの段階的施行が予定されており，とくに流通・小売り業者が特定事業者
と呼ばれて資源の回収・リサイクルの義務を負うことが定められたため，エフピコの再商品化事業者
としての存在感は増したxv）。そして1999年の官報（号外第143号）でエフピコの事業モデルが明文化
されたことが大きな後押しとなり，2000年５月にはトレー回収量が月450トンまで伸び，同社の中核
事業へと成長したのである。
⑵　考察
　以上の概略を振り返って大量生産パラダイムから脱却し，循環型パラダイムに向けたエフピコのイ
ニシアチブを考察する。マクロ環境（大戦略）および業界（戦域）を同定すると，流通・小売り業に
見られる変化として，1970年代においてスーパーの普及，1980年代のコンビニの普及があった。また
食料品の販売形態は，家庭で調理する素材の販売から惣菜へ，さらに個食完結型食品へとウエートを
徐々に移していった。その結果そうした販売形態によって必然的に包装容器の消費量が劇的に増大し
て，1970年代のオイルショック，公害を発端とする環境保護などの問題意識の高揚に直面して，プラ
スチック製食品用トレーのリサイクル化が社会的なニーズとして少しずつ顕在化したと言える。最終
的には1990年代を通じた包装容器リサイクル法の制定・段階的施行を通じて，プラスチック製品の製
造業者や消費者のみならず，流通・小売り業にもリサイクル化の義務が課せられたことがきっかけと
なり，1990年以降の試行錯誤の末にプラスチック製食品用トレーの循環型事業モデルを確立したエフ
ピコが，同法で言う再商品化事業者として認知されることによって，急激な企業成長とともに業界に
おける循環型リーダーとしての地位を確立した。
　ここまでは従来的な環境変化への企業としての受動的適応の物語として説明がつく。しかしながら
以下の諸点は，第２節の第２，第３の視点から眺めなければ解決がつかない問題を抱えている。まず
エフピコの競合他社が上述のようなトレンドを見逃していたかと言えば，そういうわけでもない。そ
もそも環境保護意識の高揚について認識を新たにしたのはアメリカで開催されたトレードショーにお
いてであって，エフピコの小松社長にのみアクセスできた情報ではない。とくにこの業界の製造設備
はおもにアメリカの設備メーカーから仕入れられることが多いために，競合他社が全くそうした情報
に接する機会がないとは考え難い。
　したがって当時市場シェアが高かった競合企業は，既に導入済みの規格化された発泡スチロール製
白色トレーを大量に生産・販売する方が規模の経済性が発揮できるという解釈レパートリが支配的な
なかで，やがて環境保護意識の台頭によってそうした考え方が早晩行く手を遮られることが明らか
xv）流通・小売り業者は使用した重量に応じて，一定の割合の負担金を支払うことが義務付けられた。『日経ビジネス』（2006
年３月27日）p.74を参照。
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だったにも拘わらず，それに合わせて経営の舵を切らなかったことになる。そして後発参入だったが
ゆえにもっぱら顧客からの愛顧を求めて多品種少量生産を進めていたエフピコのみが，そのイニシア
チブによって外部環境に対するシステム適合性を高めた事業モデルを確立したのはなぜか，またその
戦略や戦術・基盤技術は何かという問いが浮かび上がる。
　新しい解釈レパートリの確立にとって最大の弱点は，リサイクル原料は汚染された素材だという点
だった。品質の安定性やリサイクルに伴うさまざまな間接費用を考えればむしろヴァージン原料を使
用した方が良いというのが普通の考え方だったxvi）。とくに食品用トレーのバリューチェーン全体のな
かでトレー生産者はプラスチック製シートを化学メーカーから仕入れて，輸入された加工機械を用い
てトレーに成形することに専念していたのであり，彼らの発言権の及ぶ範囲は相対的に狭かったxvii）。
そこで素材開発から成形加工のための金型開発，使用済みトレーの回収・仕分け工程の確立，流通・
小売り業への説得といった広範囲に渡る積極的な行動は，彼らにとって非常に困難な作業だったと考
えられる。とくに食品用商材は安全性やイメージが最大限求められる市場であり，汚染の問題は単に
技術的な理由以上の大きな障害になったと考えられる。
　さらに1996年には製鉄会社が鉄鉱石の還元材料としてコークスの代わりに回収プラスチックを利用
する，いわゆるケミカル・リサイクルが開発され，通商産業省・地方自治体もこれを推奨したという
ニュースが業界で流れたxviii）。この方法はペレット化してパネル等に再利用する方法と並行して行わ
れるもので，家庭から分別回収されたプラスチック製ゴミを自治体を通じて一括受入れすることがで
き，ゴミ処理の能力として非常に高効率だった。もちろん食品用トレーの生産者にとって最も負担の
軽い方法でもあった。
　つまりカラー・トレーはリサイクル化にとって汚染源とみなされ，またリサイクルよりも高効率な
処分方法が開発されていたエフピコにとって，現在の支配的な解釈レパートリに全面戦争を挑んだと
ころで勝ち目はなかったのである。したがって限定的な標的を定めて確実に攻め落とし，支配的な解
釈レパートリが有していた市場シェアの幾ばくかでも占有できればという方向へと作戦の方向性が定
まってくる。そして最重要な標的はスーパーでの陳列棚を彩るカラー・トレーだと考えられる（逆に
コンビニなどではカラー・トレーを見かけることはあまりない）。スーパーは使用済みトレー回収の
拠点でもあり，また陳列棚のディスプレイをともに創造して売上げ増大を目指すパートナーとして，
営業マンを通じた深いコネクションがある。また単にディスプレイだけのために汚染源となってしま
うカラー・トレーを多用することの罪悪感を払拭するためには，エフピコ自身がきちんと回収してリ
サイクルするという約束が，環境配慮を迫られるスーパーには大きな意味を持つ。そして全国のスー
パーがエフピコの味方をすれば，プラスチック製のゴミ処理問題全てを解決はしなくても，大きな存
在感を放っていた食品用トレーの問題は解決されるのであり，一般消費者や行政も納得せざるを得な
い状況へと導かれるのである。
　以上がエフピコの戦略の方向性だけれども，その背後に個別的戦術や基盤技術の裏付けがなければ
xvi）『日経エコロジー』（2004年７月）p.23を参照。
xvii）『日経ビジネス』（1998年８月17日）p.54を参照。
xviii）『日本経済新聞』（1999年11月６日）p.23ないしは『中国新聞』（2000年１月11日）p.21を参照。
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ならないが，それは最早明らかである。新商品の企画開発から営業に至るまでのバリューチェーンを
通じて，最重要顧客であるスーパーに対するソリューションの提示という観点が一貫している。その
一方で一時は顧客に要望されるがままに12,000種類もの商品を揃えたが，次第に利益率の低いものを
カットしていったxix）。またカラー・トレーの製造・販売を始めて以来，原油高や白色トレーの高い生
産性といったコスト削減に対する圧力は常にかかっていたため，不断の生産合理化努力を続けていた。
業界で支配的だった大量生産パラダイムから，後発参入ゆえに多品種少量生産へと一歩踏み出した瞬
間から，生産合理化や営業の焦点化はエフピコ社内で連綿と続けられてきた彼らにとっての日常なの
であり，競争劣位にありながらも積極的な投資を持続する唯一の方法だったのである。
　日本の自動車産業の興隆によって明らかにされたことなのだけれども，例えば多品種少量生産とい
う大量生産パラダイムとは真逆の方向性を辿りながらも，徹底した合理化を進めることで一見揺らぐ
ことがないと思われていた大量生産の思想は，実際のところさまざまな隠された前提のうえに成り
立つものに過ぎなかった。一方で大量生産パラダイムの強みは，依然として失われたわけではない。
むしろ社会全体ないしは技術的観点から見れば，ないしはプラスチック製品の生産効率から見れば
ヴァージン原料を活用するのが合理的であり，ゴミ処分能力についてはリサイクル原料を代替燃料や
還元剤として活用するのが最も高効率の可能性があるのである。多品種少量生産という解釈レパート
リは，大量生産パラダイムという主流があってこそその特徴や強みが活きるのであり，製造業として
の組織的能力を淡々と磨いてきた企業が，その主流の全部ではなくても重要な一部を占有する資格を
得るための大前提だったと考えられる。
４．結論
　本論文は，技術的イノベーションの発生メカニズムを明らかにするという問題意識のもと，新事業
の確立によって成長を遂げる企業の戦略的取組みについて，新たな視座の構築を目指した。本論文で
は，企業成長の理論の批判的検討を段階的に行い，人間による戦略的行為選択の幅を段階的に拡大し
ながら過去の諸研究を位置づけ，企業家のイニシアチブによるパラダイム転換を説明するために，ル
トワクの「垂直的逆説」の論理を応用した。ルトワクの戦略的思考法の特徴は，階層的に組織される
プレーヤが複数おり，有限資源の有効活用の観点から，短期的・局所的な働きかけを通じて，より上
位の勢力地図を塗り替える可能性を孕むものだった。引き続き食品用プラスチック製トレーのリサイ
クル事業の確立を通じた企業成長の事例を通じて，循環型経済へのパラダイム転換が，一企業のイニ
シアチブによっていかに達成されたのかを考察した。
　本論文の結論は，図２のように要約される。まずパラダイム転換の必要条件として，規模としては
限定的であっても象徴的な勝利を実現することが挙げられる。エフピコは食品用トレーのメーカーと
しては後発参入だったため，製品差別化を志向して，当時まだ認知度の低かった惣菜・弁当用のカラ ・ー
トレーを市場導入し，効率的な多品種少量生産の体制を整えようとした。この方向性は業界から猛反
発を受けたが，マクロ環境では個食完結型食品の消費が増え，スーパー・コンビニでの食品用トレー
xix）『日本経済新聞』（1992年８月19日）p.35を参照。
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の消費量拡大が図られた。しかしながら多品種少量生産体制の確立は容易なものではなく，大きな先
行投資と試行錯誤的な経験学習を通じて，かろうじて旧来型の大量生産パラダイムに匹敵する生産性
を達成できるものだった。自社物流網や生産体制の抜本的なリストラクチャリングなど，膨大な犠牲
やコストを先行的に支払うことを余儀なくされた。またプラスチック製ゴミの増大は社会レベルで環
境保護意識を刺激し，そのなかで大きな存在感を放つ食品用トレーの生産者も少なからず責任を追わ
ねばならなくなった。さらに容器包装リサイクル法が決定打となり，エフピコは自社物流網を駆使し
てスーパーで消費される食品用トレーを回収することによってのみ，自社製品を売ることが可能にな
るという厳しい事態に陥った。
　結果的に旧来の大量生産パラダイムからの脱却と循環型事業モデルの構築を一定水準で達成したけ
れども，後者については当初からそれが強く意識されていたとは考えにくい。むしろ1991年以降の法
規制によって後押しされたという外生的要因が，その後の成長の決定打だったようにも見える。しか
しながら企業の戦略的決定として膨大な先行投資を行い，多品種少量生産という極限的な生産効率と
柔軟性を備えた生産体制を構築していたことが，彼らの成功の決定的要因だったのであり，顧客であ
る流通小売り業のなかでもこの生産方式をとくに高く評価したスーパーに営業を焦点化して付加価値
生産性を高めたことが，この戦略を持続させる基礎となったのである。
　以上の議論の理論的示唆を考える。システム最適性という観点から見れば，社会全体で限られた資
源を有効活用することが望ましいことは自明である。しかしながら上述の限定的成功というのは，主
図２：本事例の因果系列
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要プレイヤたちに閉じられた部分最適な解決策であると考えられる。もしも他のプレイヤらが妥協し
て一時的に賛同してくれるならば，大きなインパクトを与えるかもしれないし，そうでないかもしれ
ない。パラダイム転換の社会的な不確実性がそこに潜んでおり，社会構造における力関係やそこでの
直接交渉や社会的ディスコースの分析が，その不確実性を縮約的に制御するうえで大事な作業という
ことになる。例えばプラスチック製ゴミの全体のなかで食品用トレーが大きな存在感を放ったこと，
流通・小売り業の情報発信力やそれへの社会の注目度が高いこと，新たな法的規制が食品用トレーの
生産者や消費者のみならず，流通・小売り業に拡大的に適用されたニュース性などの要因によって，
周囲のプレイヤらがエフピコの事業モデルに賛同する条件が整ったように考えられる。主要プレイヤ
との限定的焦点化という戦略は，どこ・誰を対象として選ぶかという問題を常に孕むけれども，この
点は本論文で十分な検討を加えることができなかったので，今後の課題としたい。
　また実践的示唆として，上述の循環型事業モデルはエフピコと主要顧客であるスーパーにとっては
最適な解決策だったと思われる一方で，社会全体から見た際の評価は分かれる可能性がある。少なく
ともカラー着色したプラスチック材料はリサイクル原料としては汚染されたものであり，その使用拡
大は低質のリサイクル原料を生み出すことになる。現在では黒色トレーも広く活用されていて，低質
のリサイクル原料を使用する可能性も開かれているが，誤解を恐れずに言えば，プラスチック製ゴミ
のリサイクルにまで視野を拡大すると，より質の高い解決策の登場によって現行の循環型事業モデル
が脅威にさらされる可能性もある。このことは，今日の我が国が築き上げた多品種少量生産パラダイ
ムの弱点を教えているかもしれない。すなわち敗戦後やむにやまれぬ適応的戦略として多くの犠牲や
コストを払って築き上げたそれが，実は社会全体よりはその一部の人びとにのみ都合がよく，持続可
能性が自明なわけではないという含意を有するからである。
　今後の研究課題として，この論文では産業界におけるパラダイム転換のメカニズムを説明するうえ
で，軍事学の知見を応用できる点を簡単な事例分析を通じて例示したかったのだけれども，事例記述
そのものの密度は必ずしも高くはない。先述のような課題も残されている。今後それらの充実化を通
じて，多くの理論的・実践的示唆を導き出すことが可能だろう。
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Entrepreneurial Initiatives to the Paradigm Shift towards 
Sound Material Cycle Economy: 
A Case Study of Japanese Plastic Food Container Industry
Daiji Fujii
Summery
　This paper attempts to develop a new perspective to view strategic actions for ﬁrms to achieve organizational 
growth through corporate venturing into a new business. This perspective applies a theory of international 
relations developed by E. Luttwak, especially in order to focus an entrepreneurial initiative to shift an existing 
industrial paradigm into a new one. Luttwak’s theory characterizes itself with temporal and focal strategic 
actions and their potential impacts upon strategic landscapes composed of wider ranges of stakeholders in 
relatively long term perspectives. In order to exemplify the effectiveness of our new analytical tool, a case 
analysis is conducted based upon the episode of plastic disposal food container business launched by FP 
Corporation long before legal restrictions upon Japanese manufacturing and distribution industry of food 
was enforced to recycle containers made of glass, metal and plastic. Our conclusion of the case analysis was 
the commercial success of a relatively limited scale focusing upon an effort to increase sales efficiency of 
perishables sections of supermarkets through lean production philosophy, which have been widely known as a 
source of strategic advantages of Japanese manufacturing sectors, with the view to the radical shift from large 
scale production and consumption paradigm dominant among the plastic food container manufacturers to that of 
sound material cycles. The theoretical implication of the analysis is that the commercial success of the limited 
scale may be a technical solution only optimal to a limited stakeholders in the overall strategic landscape. 
Whether the plastic recycling model developed by FP Corporation becomes more prevalent and proves its 
technical advantages in comparison to other suggested technical alternatives will be of interest of our future 
research. Also intriguing is the critical view upon generally accepted obviousness of the strategic effectiveness 
of lean production philosophy. 
